
※ 給料、職員手当、共済費等各局で要求しないものは除く

○ 秩序と活気のある学びの場づくり 123 百万円

取組内容
学校の生徒指導や教育相談体制の充実を図るため、スクールソーシャルワーカー及びス
クールカウンセラーについて、より効果的な人員配置体制を構築する。

局・区名 教育委員会事務局 要求総額 62,383 百万円

（対前年度予算 ＋ 8 ％）

【※　◎は新規事業、○は拡充事業】

要求額

○ 英語教育の早期化・高度化への対応 199 百万円

取組内容
新学習指導要領への対応を図るため、小学校における英語教育の早期化・高度化への対
応や教員の指導力向上に資するための取組を進める。

○ 学校図書館教育の充実 105 百万円

取組内容
学力向上に資するべく、中学校の学校司書配置について学習センター機能に重点を置い
た分析を進めることにより、小学校においても学校図書館機能の充実を図る。

○ 学校教育ＩＣＴ化の推進 666 百万円

取組内容 小学校プログラミング教育の必修化を見据え、教材の活用方法の確立や教員研修に取り
組む。教育用タブレットについて、効果検証を踏まえより有効な活用方法の開発を進め
る。

○ 学校園施設の計画的な老朽化・安全対策の推進 5,038 百万円

取組内容 学校園施設について、長寿命化の推進等により事業費縮減を図りつつ、計画的に老朽化
対策を推進する。また、安全安心の視点から、災害復旧について、教育活動への影響を
最小限に抑えつつ、速やかな対応を図る。

効果額

○ 効率的な学校施設管理の推進 20 百万円

取組内容
学校施設管理において引き続き民間活力の効果的な活用を推進する。また、これまでの
電気調達の入札化に加え、引き続き維持管理経費の削減に取り組む。

重点的に取り組むもの 

行財政改革の項目 

１ 項目 民間活力の効果的な活用   

 教育委員会では、堺市教育大綱を踏まえ、第２期未来をつくる堺教育プランを策定し、プランの
目標実現に向けて施策に取り組んでいるところである。 
  平成３１年度当初予算要求では、これまでの学力向上策の成果を検証し、一層の充実を図るとと
もに、新学習指導要領の完全実施を見据えた取組を推進する。また、学校園施設について、児童・
生徒の安全安心の確保のため、老朽化対策や災害復旧を推進する。 

平成31年度 当初予算要求の概要 

局区予算要求方針 

１ 項目  「総合的な学力」の育成   

２ 項目  よりよい教育環境の充実   


